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電気工事業。 こ 従事する特別加入者の 業務の範囲にっ。 て 

電気Ⅰ事業に 従事する 中 Ⅱ、 事業主等については、 労働者災害補償保険法第 33 

条 第 1 号及び第 2 号の特別加入又は 第 33 条第 3 号及び第 4 号の特別加入の 対象 

となるところであ るが、 先般、 電。 ．事業法 ( 昭和 39 年法律第 17C@ 号 ) が改正され 

                                    これら㈲特別加入者の 業務㈲範囲についてば、 下記に留意して 取 

り 倣うこととさ オ Ⅰ だ、 ・ 、 。 

一己 

1  電気事業法に 基づく一般用電気工作物の 調査業務 

電気事業法第 田条第 1 項の規定に基づき、 電気 供緒甘 ( 電力会社 ) ば 、 その 

供給する電気を 使用する一般用電気工作物 (60(@V 以下で受電する 電気設備。 

例えば - 般 家庭、 商店、 小規模事務所等の 星 内 配線 等 ) が経済産業省令で 定め 

る技術基準に 適合しているかどうかを 調査しなければならな。 こととされて 

いる。 

まだ、 同法第 ヨ 条の 2 第 ] 項の規定に基づき、 電気供給者は、 この一般用電 
ユ @",.T@@ フ "@@'-- -"'"     

気工作 杓 。 調苗 ;:" 大下「調達業務」 と !   、 ぅ 。 ) を 経済産業大臣 " 指定す " 者 ( 以 

下 ; 出定調査 桟 " 」 という， ) に委託すること " できることどされている。 

従来 は 、 指定調査機関は 公益法人であ ることが要件とされていたことから、 

財団法人であ る各電気保安協会のみが 電気供給者から 委託を受けて 調査業務 

を行ってきだところであ るが、 平成 11 年の電気事業法の 改正により公益法人の 

要件が撤廃されだことから、 民間の企業、 電気工事業者の 組合等が経済産業大 

臣の指定を受ければ、 電気・供給者がらの 委託を受けて 調査業務を行 う ことがで 

きることとされだ。 

現在、 指定調査機関と ' レ イ ⅠⅩ別紙のとおりの " 事業者が経済産業大臣の 指定を 



受けているところであ る。 

2  電気 1 事業に従事する 中小事業主等が 調査業務を行 う 場合の特別加入の 取 

  
指定調査機関のうち、 電気工事 ( 業 ) 工業組合、 電気工事工業協同組合につ 

いてば電気工事業を 営む者の組合であ り、 当該組合が電気 供 治者から調査業務 
の委託を受けた 場合、 その組合員であ る電気工事業者が 調査業務を行 う ことと 

なるが、 これらの者は、 現に電気工事業に 従事する者として、 中小事業主等の 

特別 加ソ、 又は建設業の 一 ，、 親方等の特別加入の 対象，生なってし、 るところで " 

ス ）。 

調査業務については、 指定調査機関が 電気供給者からの 委託を受けて 行 うも 

のであ るが、 電気工事 土法 。 昭和 35 年法律 第 139 号 ) に基づく電気工事士の 免 

状の交付を受けた 者と同等以上の 知識及び技能を 有する者が行 う こととされ 

ている二と、 また、 調査業務の内容 は 電気工事業者が 自ら請け負った 工事終了 

後に行 う 電気設備の検査と 同じものであ ることから、 電気工事業と 密接に関連 

する業務と認められるため、 電気．Ⅰ事業を 営む特別加入者 " 調査業務を行き 場 

合にば、 調査業務についてもこ " らめ特別加入者の 業務の範囲に 含めて取り扱 

ぅ こととして差し 支えない。 



別紙 

指定調査機関 (60 機関 ) 

( 財 ) 北海道電気保安協会 

( 財 ) 東北電気保安協会 

( 財 ) 関東電気保安協会 

(W) 中部電気保安協会 
( 財 ，北陸電気保安協会 

( 財 )   a 西 電気保安協会 

平成「 4 年 9 月 12 日現在 

茨城県電気工事業工業組合 関西電気工事工業協同組合 

栃木県電気工事業工業組合 奈良県電気工事工業組合 

群馬県電気工事工業組合 和歌山県電気工事工業組合 

埼玉県電気工事工業組合 鳥取県電気工事業工業組合 

千葉県電気工事工業組合 島根県電気工事工業組合 

東京都電気工事工業組合 岡山県電気工事工業組合 

( 財 ) 中国電気保安協会 

( 財 ) 四国電気保安協会 

( 財 ) 九州電気保安協会 

神奈川県電気工事工業組合 広島県電気工事工業組合 

山梨県電気工事工業組合 山口県電気工事工業組合 

長野県電気工事業工業組合 徳島県電気工事業工業組合 

( 財 ) 沖縄電気保安協会 

( 株 ) 東電ホームサービス 

関電 サービス・ 株 ) 

岐阜県電気工事業工業組合 香川県電気工事業工業組合 

愛知県電気工事業工業組合 愛媛県電気工事工業組合 

三重県電気工事業工業組合 高知県電気工事業工業組合 

北海道電気工事業工業組合 富山県電気工事工業組合 福岡県電気工事業工業組合 

青森県電気工事業工業組合 石川県電気工事工業組合 佐賀県電気工事業工業組合 

岩手県電気工事業工業組合 l 福井県電気工事工業組合 l 長崎県電気工事業工業組合 l 

山形県電気工事工業組合 l 京都府電気工事工業協同組合 l 宮崎県電気工事業工業組合   
福島県電気工事工業組合 大阪府電気工事工業組合 鹿児島県電気工事業工業組合 

新潟県電気工事工業組合 兵庫県電気工事工業組合 沖縄県電気工事業工業組合 


